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近年、先進諸国では少子化への対応として出生促進を目的とした政策が政府によって実施されてい

る。しかし、これまでの実証研究の結果からは、こうした出産 。育児に対する支援政策が出生促進効

果を持つているのかどうかはっきりしない。本稿では、出生 ・家族政策と出生力に関するの研究のレ

ビューを通じて方法論の再検討を行つた。本稿で得られた知見によれば、出生 。家族政策と出生行動

の関係の分析においては(1)出生 。家族政策の多様性(2)政策に対するRёsponse Pattemの多様性(3)政策

効果の多様性の三つ多様性を十分に考慮しないで分析を行うと、政策 (Input)と効果 (Output)の

間にはっきりした関連が見いだされなくなる傾向があることが明らかになった。従って、こうした方

法論上の問題に配慮しながら、出生 。家族政策の出生促進効果の実証分析を行う必要があろう。
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1。 はじめに

日本を始めとする先進諸国では1970年代に急激な出生力の低下を経験して以来、出生率は著しく低

い水準に留まっており、多くの国では置換水準以下 (Be10w―Replacement Level)にまで達している。

こうした低出生力への対応として、フランスやルクセンブルグでは出生率を上昇を目的とした政府に

よる積極的な出生政策が行われている。他方、出生促進を明示的に目的とした政策は実施してはいな

いものの、児童手当の充実などの家族政策を通じて出生率を上昇させようとしている国もあり、現在

ほとんどすべての先進諸国で出生促進のための政策 (1)が実施されていると言える (Chesnais 1996;

Ellropean Obsewatory of National Family Pohcies 1993;Mclntosh 1983;United Nations 2000)。ヨーロ

ッパ諸国では、既に1930年代に出生率低下への対応として出生促進政策を実施した経験をもっている

が、当時と比べて今日の先進諸国では、低出生力に対する社会的関心が強く、政府の政策対応もはる

かに多様な形を取るようになっている点で著しく異なっている (Gauthier 1993)。

しかし、こうした先進諸国の出生力上昇を目的とした出生 。家族政策が実際に期待されたような効
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果をあげているのかについては、議論の余地を残している。確かに、1980年代後半にスウェーデンで

見られた (期間)合 計出生率 (Period Total Fertility Rate)の上昇が、政府の子育て支援を目的とし

た児童手当や育児休業制度の充実に起因している可能性は十分にあり得る (Hoem&Hoem 1988;

Hoem 1990,1993;Sunderstrёm&Stafford 1992)。しかし他方で、イギリスの人口学者Kathleen Kiernan

が主張するように、出産 。育児は家族の 「私事」に属するという原則に基づき、公的な子育て支援政

策に乏しいイギリスが、子育て支援政策に積極的なフランスとほぼ同じ水準の合計出生率であること

考えると、政府の出生 。家族政策の出生率上昇効果には疑間が生 じる (The Economist,3 August

1991)。従って、出生率のマクロなトレンドを見る限りは、政府の積極的な出産 ・育児支援策が出生

を促進させるのかどうか明確に結論づけることは難しい (Hecht&Leridon 1993;Le Bras 1997)。また、

これまで行われた出生 ・家族政策と出生力に関する実証研究の結果を見ても、政府の政策の出生力上

昇効果については評価がまちまちである。(Gauthier 1991;Gauthier&Hatzius 1997;小島 1989,1994)。

例えば、Barmby and CignO(1990)の研究では、児童手当の水準には夫婦の出産確率を有意に上昇さ

せる効果がなく、出生力は政策介入によってほとんど影響されない。他方、Ermisch(1988a,1988b)

の分析結果では、児童手当と出生率は正の関係をもっており、政府の政策の出生力上昇効果が認めら

れている。従って、これまでの実証研究の結果を見る限りでは、出生 。家族政策と出生力の間には首

尾一貫した関係が存在せず、政府の政策介入によって出生力が上昇するかどうかは一概には判断でき

ない。

実施された政策 (Input)とその効果 (Output)の間に首尾一貫した関連が観察されないことは、

社会政策の研究においてはしばしば見られる現象であり、その原因として方法論上の問題が幾つか指

摘されている (Barr 1998;Heidenheimer,Heclo,&Adams 1990;Higgins 1981;Jones 1985)。すなわち、

まず第一に、研究の対象となる政策の多様性の問題が指摘されている。例えば、政府の所得政策は、

フード・スタンプのような現物給付から児童扶養世帯補助 (Aid to Families with Dependent Children)

のような現金給付まで、多岐にわたる手段によって行われ、個々のベネフィットの給付水準も異なっ

ている。従って、所得政策の再分配効果を分析する場合、対象とする政策手段の範囲が異なると、政

策効果の評価も大きく異なってしまう。第二の問題点として、Response Patternの多様性が指摘され

ている。例えば、公的医療保険制度によって個人が医療サービスに支払う費用が減少したとしても、

それによって必ずしも人々の健康状態が改善され、平均寿命が延長するとは限らない。なぜならば、

保険制度によって医療サービスの価格が低下したとしても、すべての人が医療サービスを以前よりも

多く消費するようになるとは限らないからである。個人がどの程度医療サービスを消費するかは、医

療サービスの価格だけでなく嗜好やライフ ・スタイルからも影響を受ける。従って、こうした

Response Patternの多様性をふまえないと、政策のInputとOutputの関係は明確に測定されない。第

三に、政策効果の多様性の問題が指摘されている。例えば、政府の教育支出の増加による就学率の上

昇は、人々のスキルや生産性の上昇を通じて所得を上昇させる効果があると考えられる。しかし同時

に、就学率の上昇は社会的統合を増大させる可能性もあり、教育政策の効果は所得水準だけでなく、

多岐にわたっている。それ故、政策の効果を吟味する場合には、政策が及ぼすどの効果に着目するか

によって、政策 (Input)と効果 (Output)の関連は変わってきてしまう。
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これまでの出生 。家族政策の効果の分析においては、こうした方法論上の問題に十分な注意が払わ

れていたとは言えず、既に述べた出生 。家族政策 (Input)と出生パターン (Output)の不明確な関

係が分析方法の問題に起因している可能性は十分ありうる。従って、出生 。家族政策の出生力に対す

る効果の分析においては、上述したような多様性の問題を考慮する必要がある。本稿は、出生 。家族

政策と出生パターンの関連についての主要な研究のレビューを行い、出生 。家族政策の効果を分析す

る際に、こうした多様性が具体的にどのような形で問題となるかを考察し、今後の実証分析の方向性

を示すことを目的とする。本稿では、まず第 2節 において、出生 。家族政策の多様性の問題を考察す

る。次に第 3節では、Response Patternの多様性が検討され、政策に対する反応パターンが集団、あ

るいは個人によって多様であることの重要性を指摘する。そして第 4節 では、出生 。家族政策が出生

パターンに及ぼす影響の多様性を考察する。第 5節では、まとめとして今後の実証研究の方向性を提

示する。

2.政 策の多様性

前節で述べたように、政府が出生促進を目的とした政策を実施していると公式に明言しているのは

ルクセンブルグなどの数力国に限られているが、明示的でない形で間接的に出生率の上昇を意図した

政策を実施している国は数多くある。従って、これらのものまで含めて考えるならば、現在、ほぼす

べての先進諸国で出生率上昇を意図した出生 。家族政策を何らかの形で実施していることになる。そ

して、これらの政策を大きく分類するならば、出産 。育児と家庭外就業との両立を容易にする政策と、

出産 ・育児に伴う親の経済的負担を軽減させる政策の 2つ のカテゴリーに分けられる (Hecht&

Leridon 1993)。前者のカテゴリーには、出産や育児のために一定期間、両親に仕事を休むことを認

める育児休業や出産休暇などの制度や保育所の増設、早朝保育 ・延長保育の充実などの育児サービス

に関する政策が含まれる。また、後者のカテゴリーには、児童手当や保育費用控除のように、食費、

衣服、教育などの子供を育てる上で必要になる直接費用の負担を軽減を目的とする政策や出産体業中

の所得保障などのように、出産や子育てによって就労を中断することによって放棄される賃金を支給

する政策が含まれる。

現在、先進諸国では少子化対策として、これらの政策を複数組み合わせて出生の促進が行われてお

り、政府の出産 ・育児に対する政策から親が受け取るベネフイットは保育費用控除のような租税補助、

児童手当のような現金給付、あるいは保育所への優先的入所というように様々な形態を取つており、

多様なチャンネルを通じて支給されている。そして、一連の政策の中で、どの政策に比重を置いて出

生率上昇を達成しようとしているかは国ごとに異なっており、個々の政策ベネフィットの水準には先

進諸国の間で、かなりばらつきがある。例えば、EU諸 国の出生 。家族政策を見てみると、デンマー

ク、ベルギー、フランスが育児サービスの充実に力を入れている一方で、オーストリアや ドイツでは

家族手当の充実に比重を置いている。また、育児休業制度はスウェーデンなどのノルディック諸国が

相対的に充実している (Gauthier 1996;阿藤 1996)。さらに、ベネフィットの支給対象や支給条件に

も国ごとに違いがあり、子供の数や年齢、所得や世帯構成などによって、親が受け取るベネフイット
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の水準が大きく異なっている (Bradshaw,Ditch,Homes,&whiteford 1993)。例えば、フランスでは

児童手当の給付対象になるのは第二子からであるが、 ドイツやスウェ
ーデンでは第一子から児童手当

が給付されている (小島 1994)。また、児童手当の受給資格についても、フランスでは親の所得によ

る制限があり、世帯に一定以上の収入がある場合には手当の支給対象にならないが、 ドイツやスウェ

ーデンではこういった所得制限はない (福田 1999)。加えて、家族形成のパターンには住居費の水準

の及ぼす影響が大きいことが指摘されており、住宅給付金による住宅費の補助といった社会政策の出

生行動に及ぼす影響も無視できない (Ermisとバ1988a;Mllrphy&Sullivan 1985)。従つて、こうした出

生行動に影響を及ぼす社会政策まで合めると、出生促進に関係する政策ベネフイットの種類は
一層多

岐にわたり、その水準のヴアリエーションも大きくなる。

実際に出生率に影響を与える政策ベネフイットは、この様に多岐にわたっているにもかかわらず、

これまでの出生 。家族政策と出生行動の関係を分析した研究では、こうしたベネフイットの多様性を

十分に考慮してはいない。出生 ・家族政策と出生行動に関する研究のほとんどが単
一の政策ベネフイ

ットの出生率への影響を分析するにとどまっており、親が享受するトータル ・ベネフイットと出生パ

ターンの関連を分析したものはほどんどない。例えば、Blanchet and Ekert―Ja能 (1994)の分析で扱

われている政策変数は家族手当であり、Barrnby and Cigno(1990)では児童手当の影響のみが対象に

されている。同様に、Blau and Robins(1989)の研究では保育費控除、Hyatt and Mible(1991)では

出産給付の出生率に対する効果だけが吟味されている。Gauthier and Hatzius(1997)やZhang,Quan,

and Van Meerbergen(1994)の研究では、家族手当、出産給付、出産体暇、所得控除を政策変数とし

て組み込んだ分析モデルで出生率への影響を考察しており、ベネフィットの多様性にある程度配慮し

ているが、住宅費の補助などは分析対象にしておらず、世帯が受け取るベネフィットを包括的に考察

しているとは言えない。

しかしながら、こうした限られたベネフィットを分析対象としているだけは、出生行動がどの程度、

政府の政策によって影響を受けるのかを正確に吟味するのは難しい。というのは、出産 。家族政策に

よって人々は所得控除や現金給付といつた様々な形のベネフィットを複数受け取る。従って、彼らの

出産の意思決定は、こうした一連の政策によってもたらされるベネフィットの総計 (トータル・ベネ

フイット)に 影響されるはずである。それ故、単
一の (あるいは、限られた数の)政 策ベネフィット

だけを対象としても、出生行動に対する政策効果は明確には測定されにくい。例えば、Aというの政

策ベネフイットの水準が上昇したにもかかわらず、出生率が変化しなかった場合を考えてみよう。こ

の原因としては、(1)政策Aが出生促進効果を持っていない(2)政策Aには出生促進効果があるが、別の

政策のベネフイットの水準が低下したために、親が受け取るトータル・ベネフィットの水準に変化が

なかった、という二つの可能性が考えられる。しかし、Aという政策だけを説明変数とした分析では、

2番 目の可能性を吟味することができない。従って、ある政策変数と出生率の間に相関が存在してい

ないとしても、その政策が人々の出生行動に影響を及ぼさないと直ちに結論づけることはできない。

同様に、家族手当の給付水準の高いB国と低いC国の出生率が同じであったとしても、このことから

直ちにこの政策には出生促進効果がないと結論づけることもできない。なぜならば、他の政策ベネフ

イットの水準―例えば保育費控除一がB国よりC国の方が高く、両国の親が受け取るトータル ・ベネ
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フイットの水準に差がない場合、これら2国の出生率の水準が同じになる可能性は十分あり得る。こ

うした点をふまえるならば、出生 。家族政策の出生行動への影響を吟味する場合、従来のような単一

の (あるいは、限られた数の)政 策ベネフイットだけを分析対象としていては不十分であり、出生行

動に影響を及ぼす政策ベネフィットをできる限り包括的に扱い、親に給付されるトータル ・ベネフイ

ットの水準をできるだけ反映したような枠組みで分析する必要があると言える。

3。 RespOnse Patternの 多様性

出生 。家族政策の出生行動に対する影響を分析する場合、これまでの研究の多 くはNew Home

Economics理論 (2)に基づいたモデルで行われている。この分析モデルでは人々の出生行動は通常の

財 ・サービスの消費行動の応用問題であり、子供に対する需要は子供の経済的コストの関数であると

ア ・プリオリに前提とされている。すなわち、家族手当や保育費の所得税控除の増額は、親が負担す

る子育てに必要な直接費用を軽減することで子供の経済的コストを低下させる。同様に、出産体暇中

の所得保障や育児サービスの充実は、出産や育児の機会費用を低下させることで子供のコストを低下

させる。従って、New Home Economics理論によれば、出生 ・家族政策は子供を持つことの経済的コ

ストの低下を通じて、親の子供に対する需要を増大させ、結果として出生が促進されるはずである。

別の言い方をするならば、この理論では出生 。家族政策と出生行動の因果関係は、子供の経済的コス

トのみを媒介として結びつけられている。

しかし、出産の意思決定を、こうした分析モデルで仮定されているような子供の経済的コストの単

純な関数と考えることは必ずしも適切と言えない。現実の出産の意思決定は経済的要因だけでなく、

価値意識や社会規範といった文化的 。社会学的要因にも影響され、人々の出生行動は経済的要因だけ

では十分に説明され得ない (Blake 1968;Hawthorn 1970;Lesthaeghe 1983;Lesthaeghe&Meekers

1986;Lindenberg 1991;Pouak&watkins 1993;Watkins 1989)。実際、World Fertility Surveyの分析結

果を見ても、出生パターンの変動は経済変数だけでは十分には説明されず、文化的 。社会学的要因が

かなり影響を与えていることが指摘されている (Cleland&w■son 1987)。従つて、出生 。家族政策

の出生行動への効果を吟味する場合も、経済的要因だけでなく文化的 ・社会学的要因の影響も考慮す

る必要がある。すなわち、ある政策によって子供の経済的コス トが低下した場合、その変化に対する

評価は、個人の価値意識などの社会学的属性によってかなり異なってくるはずであり、政策ベネフイ

ットの出生促進効果はこうした主観的評価に大きく依存するはずである。別の言い方をすれば、出

生 。家族政策 (Input)と出生行動 (Output)の間には、経済的要因のみならず社会学的 。心理学的

な要因が媒介変数として介在しており、多様なResponse Pattemがありうる。例えば、出産体暇制度

の充実によって、出産体暇中の所得保障の水準が上昇したとしても、その政策効果はすべての人で同

じわけではない。なぜなら、出産や育児よりも就業に高い価値をおいている人とおいていない人を比

べた場合、就業の中断がもたらす心理的コストは後者よりも前者の方が高い。実際、職業アスピレー

ションの高い女性にとっては、出産による就業の一時的中断は、働 くことから得られる心理的満足を

剥奪 し、強い心理的フラストレーションをもたらすことが指摘されている (Moen 1989)。このよう
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な場合、出産体暇中の所得保障の水準が多少上昇したとしても、出産 ・育児の心理的コス トが高い女

性に対しては、出生促進効果が相対的に小さくなるであろう。また、保育所の拡充が行われたとして

も、「子育ては保母の手によるのではなく、母親の手によるのが望ましい」という規範が強い社会で

は、育児サービスの拡充政策の出生率上昇効果はわずかなものにとどまるであろう。実際、1980年以

後、アメリカにおいて有業女性の出生率が増大した背景には、「子育ては母親が行うのが望ましい」

という伝統的なジェンダー規範が弱まった結果、働 く女性たちが保育所やベビー ・シッターを積極的

に利用することで、育児と仕事の両立を目指すようになったことが背景にあると考えられている

(Rindfuss&Brewster 1996;Rindfuss,Brewster,&Kavee 1999)。従って、政策ベネフィットの水準の

変化が出生行動に及ぼす影響は当該集団の社会規範にも大きく左右されるはずである。

こうした点をふまえるならば、出生 。家族政策と出生行動の関係を分析する場合には、社会学的 ・

心理学的要因の影響をふまえた多様なResponse Patternを考える必要があろう。しかしながら、これ

までの研究においては、こうした要因をコントロールした上で、政策効果の分析を行ったものはほと

んどない。Ermisch(1988a,1988b)やGeorgelhs and WaⅡ(1992)の時系列分析、あるいはGauthier

(1991)やGauthier and Hatzius(1997)のクロス ・セクショナルな分析ではマクロ ・データを使つて

いるため、価値意識や態度変数の影響をコントロールすることはデーターの性質上無理であり、分析

モデルには社会学的 ・心理学的変数は含まれていない。他方、調査の個票を用いたBlau and Robion

(1989)やWhittington(1992)のミクロ ・データの分析であっても、政策変数以外に説明変数として

モデルに含まれているのは夫婦の学歴、職業、所得、居住地域といった社会経済変数のみであり、職

業アスピレーションや伝統的なジェンダー役割に対する態度といった価値意識に関する変数は含まれ

ていない。同様に、マイクロ ・データーを使つて企業の育児休業制度の出生行動への影響を分析した

樋口 (1994)の研究でも、価値意識や態度といった社会学的 ・心理学的要因の影響については考察し

ていない。従つて、これまでの研究を見る限り、出産 ・育児政策の効果が態度や価値意識といった社

会学的 ・心理学的要因に、どの程度影響されるかはほとんど分析されていない。

しかし、出生 ・育児に対する支援政策に関するEU諸 国の国際比較調査の結果を見ても、個人の価

値意識やライフ ・スタイルによって望ましいと考える出生 ・家族政策はかなり異なっており、「職業

志向」の強い女性は保育所などの育児サービスの充実が必要であると考えているのに対 して、「家庭

志向」の強い女性は児童手当の増大を望む傾向がある (Moors&Palomba 1995,1998)。同様に、日本

においても子供を消費財と見なす人ほど児童手当の充実を嗜好するのに対 して、子供を公共財と見な

す人ほど育児休業手当の導入を望む傾向があることが指摘されており (塚原 1994)、個人の 「子ども

観」によって好ましいと考える出生 。家族政策が異なっている。また、MasOn and Kuhlthau(1992)

の研究では、職業アスピレーションの低い女性は現状の育児サービスの水準を高く評価するのに対し

て、アスピレーションの高い女性は現状のサービス水準を不十分と評価する傾向があることが観察さ

れている。これらの研究結果は、なんらかの出生 。家族政策が実施されたとしても、それに対する評

価は個人の心理学的 。社会学的属性によって異なり、その結果として政策の出生促進効果も違ってき

てしまう可能性があることを示唆している。従つて、出生行動に対する政策効果を的確に分析するた

めには、こうしたResponse Patternの多様性を考慮した分析枠組を用いる必要があると言えよう。
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4.効 果の多様性

現在、先進諸国で実施されている出産 ・育児に対する支援政策の目的は出生力を上昇させることで

あり、期待どおりの効果をあげているかどうか吟味するために、現実の出生力の水準がどの様に変化

したのかを適切に測定する必要がある。しかし、出生 。家族政策は様々な形で人々の出生行動に影響

を及ぼす可能性があるので、政策効果の多様性の問題に十分な注意が払われない場合には出生力に対

する影響が適切に分析され得ない。すなわち、まず第一に、育児休業制度などの政策が実施された場

合、出生力の水準 (カンタム)に 影響を及ぼす場合と出生のタイミング (テンポ)に 影響を及ぼす場

合と2つの可能性があり、その政策がどちらに対して影響を与えているのか区別する必要がある。特

に、カンタム効果とタイミング効果の区別は、(期間)合 計出生率 (Period Total Fertihty Rate)を従

属変数、政策ベネフィットを独立変数とした分析の場合に重要になる。すなわち、(期間)合 計出生

率の値は出生力の水準の上昇だけでなく、コーホートの出産タイミングの早まりによっても上昇する

(3)。従って、(期間)合 計出生率の値だけからは、それが出生力の水準の変化によって生じたものな

のか、あるいは出産タイミングの変化によって生じたものなのか半J断することができない。

しかしながら、これまでの研究ではこの 2種類の変化については明確には区別されてはいない。例

えば、Blanchet and Ekert―J厨%(1994)や Gauthier(1991)や Gauthier and Hatzius(1997)や Hyatt

and Mihe(1991)や Zhang,Quan and Van Meerbergen(1994)の研究では、家族手当や出産給付の水

準が高くなるほど、(期間)合 計出生率も上昇することが示されている。しかし、(期間)合 計出生率

の上昇がコーホートの出産タイミングの変化によっても引き起こされる以上、これらの研究結果から

直ちに出生 ・家族政策が出生力の水準を上昇させる効果を持っていると結論づけることはできない。

積極的な出生 ・家族政策の展開によるベネフィットの増大が、出生力の水準よりもむしろ出産タイミ

ングを早める効果をもたらし、結果的に (期間)合 計出生率が上昇することはありうる。実際、スウ

ェーデンで観察された (期間)合 計出生率の1980年代後半の反騰と1990年代の低下は、政府の 「親保

険 (4)」制度のSpeed Premiumによって、出生力の水準よりもむしろ出生タイミングの変化に起因す

ることが指摘されている。すなわち、この制度では一定の資格期間内に次子を出産した場合、出産体

暇において優遇措置が受けられるため、第一子と第二子の出産間隔が短縮され出産テンポが早まり、

この結果として1980年代後半に、(期間)合 計出生率の上昇が生じたと指摘されている (Hoem 2000;

Hoem&Hoem 1996;Home 1993)。 それ故、出産 。育児支援に世界で最も手厚いと言われるスウェー

デンの政策が、果たしてどの程度、出生力の水準を上昇さる効果を持つているのかは (期間)合 計出

生率の分析からは明確に知ることができない。

第二点として、出生 。家族政策が出生力の水準を上昇させる効果を持つていたとしても、出生順位

によって効果の大きさが異なる可能性があり、Parity―Specificな影響を吟味する必要がある。という

のは、出産や育児にかかる費用は、全ての出生順位で同じであるとは限らないからである。仮に、育

児について 「規模の経済」が家族で成立するならば、出生順位が高くなるほど子供
一人を育てるのに

必要とされる費用は少なくなるはずである (5)。でぁるならば、児童手当が出生順位にかかわらず均

一に支給される場合には、親が実際に負担しなければならない子育て費用は子供の出生順位が高いほ
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ど少なくなるはずであり、児童手当の出生促進効果は高い出生順位ほど大きくなる可能性がある。ま

た、第2節で述べたように出生 。家族政策のベネフィットは支給資格や支給水準が、親が既に持って

いる子供の数や年齢によって大きく異なっている。例えばフランスの様に、第一子に対しては児童手

当が給付されず、第二子から給付される場合がある。あるいは、育児施設の利用条件も既往出生児数

によつて異なり、三人以上子供を持っている親に優先的に公的保育所への入所資格があたえられる国

もある。この様に出生順位が高くなるほど、給付される政策ベネフイットの水準も高くなる場合、出

産や育児に必要な費用が出生順位にかかわらず同じであるならば、子供を追加的にもう一人持つのに、

親が実際に負担しなければならないコストは出生順位が高いほど少なくなる。従って、第一子よりも

第二子や第三子の出生が促進される可能性がある。

しかし、家族 ・出生政策の影響を出生順位別に分析した研究は極めてわずかである。Ermisch

(1988a,1988b)の分析では、イギリスの児童手当は第二子以上は同額であるにもかかわらず、第三

子と第四子の出生に対しては有意な促進効果があるが、第二子に関しては明確な出生促進効果が観察

されていない。また、Kravdal(1996)のノルウェーを対象とした研究では、育児サービスの充実は、

第三子の出生を促進する効果があるが、第二子には有意な出生促進効果が生じていない。これらの分

析結果は、出生順位が異なると、出産 。育児に対する支援政策によって出生が促進される場合と促進

されない場合があることを示唆しており、政策効果の多様性を無視した分析では出生力に対する政策

の影響が適切に測定されない可能性がある。従って、出生 。家族政策の出生パターンヘの影響を吟味

する場合には、出生順位別に分析する必要があると言える。

5。 おわりに

1970年代からの少子化への対応として、現在、先進諸国は出生の促進を目的とした出産 。育児に対

する支援政策を、様々な形で実施しており、こうした出生 。家族政策が、実際に出生力を上昇させる

効果を持っているかどうかは重要な問題であると言える。しかし、これまでの研究結果を見る限りは、

出生 。家族政策と出生力の間には首尾一貫した関係が認めらず、出生 。家族政策の出生促進効果につ

いては評価がまちまちである。

社会政策の研究では、実施された政策 (Input)とその効果 (Output)の関連が不明確になる原因

として方法論の問題が指摘されている。すなわち、(1)政策の多様性(2)Response Patternの多様性(3)政

策効果の多様性の三つ多様性を十分に考慮しないで分析を行うと、政策 (Input)と効果 (Output)

の間にはっきりした関連が見いだされなくなる傾向がある。本稿では、こうした多様性が出生 。家族

政策を分析する場合に、具体的にどのような形で問題となるかを、これまでの主要な研究のレビュー

を通じて考察した。

本稿で得られた知見によれば、今後、出生 。家族政策と出生行動の関係を研究する際には以下の三

つの多様性に視野に入れて分析する必要があると言える。まず第一に、出産 。育児に対する支援政策

は多様であり、様々なタイプのベネフィットが給付されており、親が受け取るベネフィットは極めて

多岐にわたっている。また、親が持っている子供の数や年齢によって給付資格や給付水準が異なり、
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親が受け取るベネフイットにも差がある。従つて、出生 。家族政策の効果を考える場合、個々のベネ

フイットの水準だけでなく、親に給付されるトータル・ベネフイットの水準の出生パタ
ーンヘの影響

も考慮する必要がある。第二に、人々の出生行動は、経済的要因だけでなく社会学的 ・心理的な要因

にも左右されながら、様々なパターンで出生 ・家族政策に反応する。それ故、出生 ・家族政策の出生

促進効果を分析する場合は、社会学的。心理的な要因の影響をふまえた多様なResponse Patternを考

える必要がある。第二に、出生 。家族政策が出生パターンに及ぼす影響は多様であり、出生力の水準

(カンタム)に 影響を与える場合と出生のタイミング (テンポ)に 影響を与える場合がありうる。さ

らに、出生力の水準に影響を与える場合でも、出生順位によって影響力が異なっている可能性がある。

従つて、出生 。家族政策の効果を吟味する場合は、効果の多様性に配慮する必要があると言える。

註

(1)本稿では先進諸国において出生を直接的、あるいは間接的に促進するために実施されている政策を出生 。家族政策と総称する。

(2)New Home Economics理論の分析枠組については、Cigno(1991)で詳しく説明されている。

(3)出生のカンタムとテンポの関係については、福田 (1999)で詳細に論じられている。

(4)スウェーデンの 「親保険」については津谷 (1996)で詳しく説明されている。

(5にこでは子供の質は出生順位にかかわらず同じであると仮定している。子供の量と質の関係についてはBecker&Le� s(1973)

を参照。
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